
令和３年度 重点事業の要求状況

○おかやま創生総合戦略

【対策１ 若い世代の希望をかなえる少子化対策の推進(自然減対策) 】

１－① 次世代育成に向けた気運の醸成

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 109,754 )
120,906

( 109,754 )

120,906

１－④ 子育て支援の充実

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 43,064 )
79,020

( 43,064 )

79,020

【対策２　つながりを築き、人を呼び込む郷土岡山づくりの推進(社会減対策) 】

２－① 移住・定住の促進

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 26,271 )
70,654

( 26,271 )

70,654
計

計

事 業 概 要

要求額(千円)

43 県民生活部 一般

岡山移住・定住促進
パワーアップ事業
《中山間・地域振興
課》

R5

移住・定住の促進を図るため、首都圏を中心にデジタル技
術の活用やオール岡山による情報発信を強化するととも
に、住まいの確保など受入環境を整備し、併せて、移住
コーディネーターの育成等を実施する。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

29 保健福祉部 一般

子ども・子育て支援
環境の充実（幼児教
育・保育の無償化へ
の対応）
《子ども未来課》

R6

不足する保育人材確保のため、潜在保育士の掘り起こしや
就業支援、離職防止に取り組むとともに、保育士の負担軽
減や保育体制整備等に対する支援、保育士等キャリアアッ
プ研修の充実など、子育て支援環境を整備する。

※要求額欄の（　　）内は一般財源の額です。
※別途掲載の「重点事業調書（要求）一覧」（pdfファイル）を開き、しおりの事業名をクリックすると、その事業の調書をご覧いただけま
す。

事 業 概 要

要求額(千円)

28 保健福祉部 一般

少子化対策総合推進
事業
《子ども未来課、健
康推進課》

R5

自宅等でスマートフォンから相手を探せる機能等の追加な
どによる「おかやま縁むすびネット」の推進や結婚・子育
てに対する気運醸成、妊娠・出産に関する知識の普及啓発
など、総合的な少子化対策を推進する。



２－② 若者の還流・定着

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 15,839 )
60,915

( 3,766 )
3,766

( 19,605 )

64,681

２－③ 地方創生を担う人材の育成 

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 5,723,572 )
7,140,620

( 4,367 )
9,367

( 0 )
177,060

( 105,272 )
154,994

( 5,833,211 )

7,482,041

２－④ 情報発信力の強化

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 0 )
66,694

( 0 )
25,695

( 0 )

92,389
計

54 総合政策局 一般
伝わる広報へ！県政
広報発信強化事業
《公聴広報課》

R5

多様な媒体を活用した情報発信により、県政広報の充実を
図る。また、テレビ番組での情報発信とともに、ＷＥＢに
も動画を掲載し、デジタルマーケティングの手法を活用し
た県政情報や県の魅力を発信する。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

53 総合政策局 一般

「晴れの国おかや
ま」情報発信力強化
事業
《公聴広報課》

R5

本県の魅力を全国に発信するため、ターゲットに合わせた
動画を制作するとともに、デジタルマーケティングの手法
を取り入れ、効果的な情報発信に取り組む。また、テレビ
やＷＥＢの取材誘致、メディアセミナーの開催、ＳＮＳの
活用等を広げ、情報発信の強化に取り組む。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

1 総務部 一般

私立学校の安定的な
経営のための私学助
成拡充
《総務学事課》

-

介護掛金等の学校法人負担分を全額算定し、経常費補助金
の拡充を行う。また、耐震化及び高校生の留学の促進、Ｉ
ＣＴ環境整備の支援を行うとともに、国の制度改正に合わ
せ、奨学のための給付金を増額する。

21 土木部 一般
建設産業人材確保・
定着促進事業
《監理課》

R5
土木及び建築系の高校生に対する現場見学会や意見交換会
の開催等を通して、県内建設産業を人材確保の面から支援
する。

事 業 概 要

要求額(千円)

12 産業労働部 一般
働きやすさ応援パ
ワーアップ事業
《労働雇用政策課》

R5

新型コロナウイルスの影響下での学生の県内就職を促進す
るため、オンライン手法を用いた合同企業説明会や就職面
接会等を実施する。また、テレワーク導入や働き方改革等
に関するセミナーなどの普及啓発等を実施する。

3 教育委員会 一般
学ぶ力の育成
《教職員課》

R4
教員が本来の教育活動に専念できる環境の整備充実を図る
ため、事務作業等を支援する教師業務アシスタントを配置
する。

5 県民生活部 一般
グローバルチャレン
ジ応援事業
《国際課》

R3

グローバル人材の育成につなげるため、学生等の留学に対
する意欲・関心の喚起を目的とした留学促進バーチャル
フェアを実施するとともに、産学官が連携し、県内企業・
団体からの協賛金を原資とした奨学金により県内学生等の
海外留学を支援する。

2 教育委員会 一般

ＧＩＧＡスクール構
想の推進
《高校教育課、義務
教育課》

R4

授業でのＩＣＴ活用や、機器等の管理運用などの業務への
対応のため、県立学校全体へのＩＣＴ支援員の配置及び
コールセンターの設置を行う。また、ＩＣＴを活用した先
進的な授業の実践研究をモデル校において行い、好事例を
県内へ発信する。



【対策３ 地域の持続的発展のための経済力の確保 】

３－① 生産性向上の促進

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 57,000 )
173,615

( 8,586 )
98,330

( 42,876 )
42,876

( 14,652 )
23,182

( 123,114 )

338,003

３－② 産業の活性化

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 15,792 )
45,304

( 171,307 )
171,307

( 38,415 )
124,293

( 3,945 )
65,206

( 17,273 )
46,439

( 17,261 )
160,958

事 業 概 要

要求額(千円)

9 産業労働部 一般

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．
０対応イノベーショ
ン推進事業
《産業振興課、労働
雇用政策課》

R5

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代に対応した県内企業の研究開発
力の向上等を促進するため、企業と大学との共同研究セン
ターを核として、企業の共同研究に対する補助等を実施す
るとともに、研究室の学生が企業で実習体験を行うことに
よって工学系学生の県内定着を促進する。

R6
ぶどう等の産地づくりを推進するため、産地化までのシ
ミュレーションなどの提案等を行うとともに市町村等が行
う５ha規模の産地育成に必要な施設整備等を支援する。

10 産業労働部 一般

デジタル化による企
業の「新たな価値づ
くり」支援事業
《経営支援課、産業
振興課》

R5

県内企業のＡＩ・ＩｏＴ等のデジタル技術の活用を促進す
るため、専門家等の派遣や人材育成研修等を行うととも
に、経営革新計画に基づくデジタル化設備導入支援を行
う。また、企業の研究開発等を支援するため、５Ｇの利用
環境整備や活用の普及啓発等を行う。

17 農林水産部 一般
売れる農産物の供給
力強化
《農政企画課》

18 農林水産部 一般
県産農産物のマーケ
ティング強化
《対外戦略推進室》

19 農林水産部 一般
スマート農業の推進
《農産課、農林水産
総合センター》

R5
ロボットやＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を活用したスマート
農業を推進し、高品質生産の実現や農作業の一層の省力
化・効率化を図る。

R5

県産農産物の首都圏や海外でのプロモーションを展開する
とともに、デジタルマーケティングの手法を導入し、情報
発信の強化及び販路拡大につなげ、岡山ブランドの確立を
図る。

16 土木部

産業労働部 一般

戦略的企業誘致推進
事業
《企業誘致・投資促
進課》

R7
県内への新規企業立地や投資促進を図るため、既存の誘致
補助金を維持しつつ、新たな取り組みとして市町村が行う
産業団地開発事業の経費に対する無利子貸付を行う。

一般

コロナからの復活！
地域を支える企業の
経営力・稼ぐ力強化
推進事業
《経営支援課》

R5

一般
岡山後楽園の魅力づ
くり
《都市計画課》

R3
新型コロナウイルス感染症収束後の観光需要の回復期を見
据え、さらなる魅力づくり事業や特別名勝の保存整備を実
施する。

事 業 概 要

要求額(千円)

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている県内企
業のアフターコロナを見据えた支援体制を強化するため、
県中小企業支援センターが核となり、行政と支援機関が連
携して専門家の派遣やオンライン商談会の開催、ＢＣＰの
策定支援等、企業の事業継続を支援する。

計

15 産業労働部 一般

デスティネーション
キャンペーン（Ｄ
Ｃ）を契機とした持
続可能な観光地づく
り
《観光課》

R5

新型コロナウイルス感染症拡大により落ち込んだ県内観光
需要の回復を図るため、ＪＲ等と連携した誘客促進を行う
とともに、観光素材開発や二次交通の整備、デジタルマー
ケティング等を活用した効果的なプロモーションを展開
し、ＤＣ後も持続する観光地づくりを行う。

11 産業労働部 一般

県産品の販路開拓プ
ロジェクト
《マーケティング推
進室、産業振興課》

R5
県産品の販路開拓を促進するため、県産品紹介サイトと岡
山観光ＷＥＢサイトの連携機能強化等を図るとともに海外
ＥＣサイト導入支援等を行う。

13 産業労働部

6



調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 16,828 )
33,654

( 41,068 )
41,068

( 321,889 )

688,229

３－③ 働き方改革の推進

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 3,853 )
7,705

( 3,853 )

7,705

【対策４　地域の持続的発展のための活力の維持】

４－② 地域社会の活性化

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 185,083 )
700,000

( 2,085 )
5,545

( 9,146 )
28,633

( 89,180 )
89,180

( 47,949 )
47,949

事 業 概 要

要求額(千円)

国際コンテナ貨物の集荷競争が激化する中、水島港の維
持・拡大を促進し、利便性向上を図るため、引き続きイン
センティブ制度を継続する。

52 環境文化部 一般

日本スポーツマス
ターズ２０２１岡山
大会開催事業
《スポーツ振興課》

R3
令和３年９月に本県で「日本スポーツマスターズ２０２１
岡山大会」を開催する。

要求額(千円)

42 県民生活部 一般

中山間地域等振興特
別事業
《中山間・地域振興
課》

50 環境文化部 一般
文化を核とした地域
活性化促進事業
《文化振興課》

R3

コロナ禍における文化活動を支援するため、県内芸術家を
紹介するプラットフォームの構築等、文化連盟とタイアッ
プしたサポートを行うとともに、地域に密着した作品創造
や人材育成を行うことで、継続的な文化・芸術活動の活性
化を図る。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

20 県民生活部 一般

おかやま☆女性活躍
☆生き活きパッケー
ジ
《男女共同参画青少
年課》

R5

男女がともに活躍できる社会づくりを推進するため、専門
家を派遣し、企業の取組を支援する。また、産学官の実務
者で構成するプラットフォームを設置し、女性活躍に向け
たニーズを事業内容に反映するとともに、取組の成果等の
県下全域への横展開を図る。

14 環境文化部 一般

観光客アトラクト自
然公園withコロナ事
業
《自然環境課》

R3

３密を避けて利用しやすい自然公園について観光誘客の拡
大を図るため、コロナ対策を踏まえた人材育成やＰＲ方法
の研修等を実施するとともに、国の国立公園満喫プロジェ
クトと連携した施設整備を行う。

51
環境文化部
保健福祉部

一般

東京オリンピック・
パラリンピックを契
機としたスポーツ生
き活きプロジェクト
《スポーツ振興課、
障害福祉課》

R3

東京2020オリンピック・パラリンピック開催に向け、大会
組織委員会や市町村と連携して聖火リレーを実施するとと
もに、事前キャンプの受入れや気運醸成イベント等を実施
する。また、トップ選手の育成環境の整備を行う。

R5

持続可能な中山間地域の形成を目指すため、市町村やＮＰ
Ｏなど多様な主体と連携し、地域活動を担う人材の育成・
確保や組織づくり、日常生活に必要なサービス機能や集落
機能の維持・確保、移住・定住の促進、道路環境の整備等
を実施する。

計

事 業 概 要

8 土木部 一般
水島港内航行環境整
備事業
《港湾課》

R5
巨大船の入出港を見据えた運航ルールを策定し、水島港内
の航行の安全を確保する。

7 土木部 一般
水島港機能強化事業
《港湾課》

R5



調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 24,223 )
41,565

( 92,060 )
118,635

( 449,726 )

1,031,507

４－③ 安全・安心な地域づくり

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 756 )
99,256

( 9,924 )
9,924

( 25,244 )
68,525

( 4,250 )
4,250

( 0 )
5,168,545

( 4,259 )
8,361

( 22,844 )
60,844

事 業 概 要

要求額(千円)

36 土木部
一般
・
投資

水害軽減対策加速事
業
《河川課、都市計画
課、建築指導課》

R5

中小河川の氾濫推定図の作成及び避難路として位置付けら
れている県管理道路の整備を行うとともに、水害軽減対策
に係る市町村の取組を支援することで、流域治水対策の推
進を図る。

34 知事直轄 一般
物資オペレーション
訓練実施事業
《危機管理課》

-

支援物資を円滑かつ確実に避難所等に届けるための体制強
化について検討を進めるとともに、実効性のある支援物資
物流体制を整備するため、市町村等と連携し、大規模災害
を想定した実践的な訓練を実施する。

計

40 県民生活部 一般

“ひとりで悩まない
で”性犯罪・性暴力
被害者支援事業
《くらし安全安心
課》

R5

性犯罪・性暴力の被害者が速やかに必要な支援を受けられ
る環境を整備するため、ワンストップ支援センターの支援
体制の充実・強化及び周知を図るとともに、医療費等の一
部を補助する。

44 農林水産部 一般
鳥獣被害防止総合対
策事業
《鳥獣害対策室》

24 保健福祉部

32

事 業 概 要

要求額(千円)

31 知事直轄 一般
防災・危機管理セン
ター等強靭化事業
《危機管理課》

R4

防災・危機管理センター、防災行政無線設備等へ電力を供
給する電源を二重化するため、防災用受変電設備等の整備
を行う。また、活動場所及び職員相互間の身体的距離の確
保のため、集中配備室の拡張を行う。

知事直轄 一般

岡山県高度防災情報
ネットワーク整備事
業
《危機管理課》

R9

現防災情報ネットワークの課題や、災害対応における情報
通信の高度化の必要性を踏まえ、適切な災害応急対応を行
うことができる防災情報ネットワークに更新するための基
本構想を策定する。

33
知事直轄
教育委員会

一般

新型コロナウイルス
感染症対策を踏まえ
た地域防災力の強化
《危機管理課、保健
体育課》

R7

防災ワークシートによる防災教育を行うとともに、組織化
の支援から避難訓練及び避難所の開設等に至る一連の取組
の実施により災害対応力の向上を図る。また、感染症対策
物資を含めた公的備蓄を行うほか、業務継続計画の見直し
を行う。

35 総務部 投資
県庁舎耐震化整備事
業
《財産活用課》

R5
本庁舎（本館）及び議会棟（旧館）の耐震化及び長寿命化
工事を行うとともに、浸水対策など機能継続対策のため、
エネルギーセンターの新築を行う。

R5

サル、シカ、イノシシの生息域拡大に対応するため、効果
的な防護柵の設置を支援する。また、非狩猟期の有害駆除
を助成するとともに、おかやまジビエのイメージアップを
図るため、県内外の消費者へＰＲの実施等を行う。

一般
障害のある人の自立
と社会参加の促進
《障害福祉課》

R7

障害のある人が地域で安心して暮らし、自立と社会参加が
促進されるよう、障害者差別の解消に取り組むとともに、
「あいサポート運動」の推進や障害者就業・生活支援セン
ターの運営、医療的ケア児者を受け入れる短期入所サービ
ス事業者に対する市町村補助の支援等を実施する。



調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 16,688 )
16,688

( 30,561 )
30,561

( 33,500 )
33,500

( 9,350 )
9,350

( 1,636 )
1,636

( 159,012 )

5,511,440

４－④ 医療・福祉の確保

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終了年度 説 明

( 30,102 )
54,737

( 30,102 )

54,737

37 土木部 一般
道路防災ＤＸ事業
《道路整備課》

R3
道路防災点検の効率化及び精度向上のため、既存測量デー
タを活用し、微地形強調図を整備する。

39 土木部 一般
木造住宅耐震改修事
業
《建築指導課》

R5
木造住宅の耐震改修に対する補助を行う市町村へ助成を行
うことで、耐震化の促進を図る。

38 土木部 一般

緊急輸送道路沿道建
築物等耐震化支援事
業
《建築指導課》

R5
緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断や耐震改修等を行う市
町村を支援することで、倒壊による直接的な被害の防止及
び災害応急活動等の円滑な実施を図る。

土木部 一般

おかやま空き家対策
推進事業
《建築指導課、住宅
課》

R5
除却事業をはじめとする市町村の空き家対策の取組を支援
することで、地域における生活環境の保全を図る。

事 業 概 要

要求額(千円)

41 警察本部 一般

重要犯罪等の徹底検
挙に向けた捜査基盤
の高度化事業
《刑事企画課》

R8

複数現場のリアルタイム映像を警察署や警察本部でそれぞ
れ遠隔確認できる「よう撃カメラ指揮システム」及び撮影
目的や用途に合わせて最適なカメラを選択できる「サブス
クカメラシステム」を整備する。

49

計

計

発達障害のある人に対する、家族などを含めたきめ細かな
支援や、ライフステージを通じた切れ目のないトータルラ
イフ支援を推進するとともに、身近な地域で発達障害のあ
る人を支える社会づくりに向けた取組を実施する。

要求額(千円)

26 保健福祉部 一般

発達障害のある人の
トータルライフ支援
事業
《障害福祉課》

R7

事 業 概 要


